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（内容の要旨） 
 本論文の目的は、ナショナリズムとマスメディアとの関係性について主に理論的な観
点から考察を行うことにある。両者の様態はきわめて多様であり、一般理論を提起する
ことはきわめて困難であるが、さまざまな事例を分析するための視座を提起することが
本論の主たる目的である。 
本論文の前半部では、ナショナリズムとマスメディアとの関係性を論じる既存研究に
ついて、それらがどのような背景のもとで展開されてきたのかという点をも視野に入れ
ながら整理を行い、事例分析のための視座を提示した。後半部では、規範理論の領域に
踏み込み、ナショナリズムは肯定されるべきか否か、否定されるべきナショナリズムと
はどのようなものか、肯定しうるナショナリズムの喚起においてマスメディアはいかな
る役割を果たすべきか等について検討を行った。 
「はじめに」では、本論文の基本的な視座を提示するとともに、全体の概要を示した。
また、本論文のもっとも基本的な概念である「国民共同体（nation）」に関する整理を
試みている。 
第 1章および補論では、1950年代から 60年代にかけて近代化論の観点から国民形成
過程におけるマスメディアの役割を論じていた「コミュニケーション発展論
（communication and development：CAD）に関する検討を行っている。CADはマス
コミュニケーションの発達が開発途上国の人びとのあいだに「共感能力（empathy）」
を涵養し、そのことが近代化や国民形成に寄与すると論じていた。当時、CADはマスコ
ミュニケーション研究の新たな方向性を拓くものと期待されていたが、近代化論自体が
凋落していくなかで忘れられた研究となっていった。 
第 1 章では、近代化論および CAD における「政治的なもの」の欠落について検討を
行う。それらの研究では開発途上国の人びとのあいだで国民共同体への帰属意識（ナシ
ョナル・アイデンティティ）を涵養する必要性は認められていたものの、扇動的なナシ
ョナリズムに対しては否定的な評価が与えられていた 。近代化論では脱政治化された官
僚制国家の建設こそが途上国には必要と見なされており、ナショナリズムは政治家によ
って大衆の動員に利用されるイデオロギーとして統治の不安定化要因だと考えられてい
    
たからである。しかし、政治的なものや扇動的なナショナリズムに対する忌避は、規範
的な次元のみならず分析的な次元にまで及び、結果として近代化論に大きな歪みを生じ
させることになる。この章では近代化論の背景や論理について検討することで、脱政治
化された「革命なきナショナリズム」がどのようにして CAD の視座を規定していった
のか、それによっていかなる欠落が生じたのかを明らかにすることを試みた。 
第 2章では、コミュニケーションという観点からナショナリズムを論じていた先駆的
な研究として、カール・ドイッチュの社会的コミュニケーション論を検討する。ナショ
ナリズムに関するドイッチュの論考は『ナショナリズムと社会的コミュニケーション』
（初版の出版は 1953 年）で全面的に展開されているが、情報科学のアイデアを導入し
たアプローチは今日においても正当な位置づけがなされているとは言い難い。この章で
はドイッチュの理論を概観し、問題点を抽出するとともに、その今日的な意義がどこに
あるのかを明らかする。また、ベネディクト・アンダーソンのナショナリズム論との比
較を行うことで、両者の国民共同体やコミュニケーションに対する見解の相違点を考察
する。そこから、「政治的なもの」と「コミュニケーション的なもの」の交錯という観
点からのナショナリズム分析について論じた。 
第 3章では、ナショナリズムとマスメディアとの関係性についての本書における枠組
みとして認識的ナショナリズムおよび理念的ナショナリズムという分析概念の提示を行
う。アンダーソンの『想像の共同体』を嚆矢として、ナショナリズム概念は大きく拡大
された。ナショナリズムがイデオロギーとしてではなく、世界を認識するための枠組み
として理解されるようになることで、様々な言説や表象のなかにそれが潜んでいること
を告発できるようになったとも言える。 
ただし、ナショナリズム研究の裾野がそのように広がったことは、ある意味でその脱
政治化を促すことになった。アンダーソン自身は文化と政治との関わりにきわめて鋭敏
な感覚を有する研究者であり、彼の東南アジア研究を政治という文脈を抜きにして語る
ことはできない。しかし、定義が拡大することによって、とりわけメディアに関する研
究では文化的な領域での国民形成やその再生産過程に関心が集中するようになった。結
果、ナショナリズムが既存の政治イデオロギーとどのような関係にあり、そこにいかな
る緊張が内在しているのかといった研究はそれほど進展しなかったように思われる 。ナ
ショナリズムの重要性は人びとにもたらした認識枠組みの変化にとどまることなく、
様々な政治イデオロギーとの接合によって近現代の政治にきわめて大きな影響を及ぼし
てきたことにも求められる。そこでこの章では、認識的／理念的ナショナリズムという
分析概念を導入することで、そのような政治的力学にまで踏み込みつつナショナリズム
とマスメディアとの関係性を分析するための視座を提示した。 
続く第 4章では、「進歩派のジレンマ」論を出発点として、ナショナリズムの規範理
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論であるリベラル・ナショナリズム論について考察する。近年、移民の増大によって国
内の多様性が増大し、彼らによる福祉への「ただ乗り」が問題視されるようになってい
る。多様性の増大によって福祉制度に対する支持が切り崩され、国民的連帯が損なわれ
ていると主張するのが「進歩派のジレンマ」論であり、リベラル・ナショナリズム論で
も同様の問題意識が語られることがある。リベラル・ナショナリズム論では同一の国民
共同体に帰属しているという感覚こそが人びとの間での信頼を生み出し、国民的連帯に
寄与すると論じられるからである。そこでこの章では、国民共同体内部での富の再分配
を重視するリベラル・ナショナリズム論を規範理論として正当化できるかを検討したの
ち、多様性の増大が連帯を切り崩すというその主張の妥当性について考察した。そこで
得られた知見をもとに、マスメディアはいかにして国民的連帯に寄与しうるのかを論じ
た。 
第 5章では、社会政策とナショナリズム、そしてマスメディアとの関係性の分析を試
みた。福祉制度はナショナル・アイデンティティの重要な一部を構成することがあり、
近年では社会政策をナショナリズムとの関連で分析する研究も行われるようになってい
る。この章では新制度論や言説的制度論といった制度研究の成果を参照しながら、ナシ
ョナリズムと社会政策とがいかにして結びつくのかを論じた。そのうえで政策形成過程
におけるマスメディアの役割について論じ、社会政策、ナショナリズム、マスメディア
を結びつけるための視座を提示した。 
以上のように、本論文ではナショナリズムと国民的連帯との結びつきが重要な検討課
題となっている。しかし、あらゆるナショナリズムが連帯の構築に寄与するわけではな
い。そこで第 6章では、連帯構築をむしろ阻害するナショナリズムとして「シニック・
ナショナリズム（cynic nationalism）」という概念を提示し、それが同胞への強い不信
感を内在させながらもなぜ「ナショナリズム」たりうるのかを考察した。ナショナリズ
ムは国民共同体への愛を頻繁に語る一方で、同胞の一部または大多数への強い不信感を
発露させることが珍しくない。その根底に流れるのは「他者は利己的な動機のみによっ
て動く」というシニカルな人間観であり、シニック・ナショナリストはそれを補強する
物語を流布する一方、自らこそが真の「国益」の体現者であると主張する。このように
シニカルな人間観ゆえに、シニック・ナショナリズムは国民共同体の「道徳的堕落」を
解消するべく歴史教育を重視し、「国民の歴史」の再構築を試みる。この章の後半では、
国民の歴史を重視するそうしたシニック・ナショナリズムの陥穽を指摘するとともに、
より開かれた国民の物語のあり方を提起した。 
第 7章では、第 1章で取り上げた「共感」という概念に再び着目し、国民的連帯の構
築にマスメディアがいかに寄与しうるのかを検討する。国民的連帯に必要な意識が喚起
されるにあたり、同胞への共感は重要な役割を果たす。たとえ直接的な面識がなかった
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としても、新聞の記事やテレビニュースで描き出される同胞の喜びや苦しみへの共感は、
ある種の一体感を生み出すからである。しかし、共感原理に対しては根強い批判が存在
し、それを看過することはできない。そこで、この章ではまず共感原理に対していかな
る批判が行われてきたのか、マスメディアが社会的弱者への共感を喚起するさいにはど
のような危険性を伴うのかを明らかにする。本章では、それでもなお共感原理を手放す
べきではないことを論じるとともに、それに付随する危険性を回避するためにマスメデ
ィアが提供すべき物語のあり方について検討することにしたい。 
また、国民共同体に基づく連帯を構想する以上、それがある程度の排他性を帯びるこ
とは避けられない。第 7章の末尾では国民的連帯を基盤としつつも、より包摂的な連帯
の原理として「複合的連帯」を提起するが、それでもそこに包摂されない人びとは生ま
れる。そこで第 8章では、シティズンシップおよび民主主義という観点から、ナショナ
リズムが有する排他性を緩和するためにマスメディアが果たすべき役割について検討す
る。歴史的に見れば、シティズンシップの拡大は国民国家の形成と密接に結びついてき
た。しかし、国民国家の枠組みのなかで周縁化されてきたエスニック・マイノリティの
人びとが声を上げ始める一方で、グローバル化に伴う国境を越える人口移動の活発化に
より、国民共同体のメンバーシップとシティズンシップを行使すべき人びととのあいだ
のズレが顕在化するようになっている。そのため、国民共同体のメンバーシップとシテ
ィズンシップを切り離し、後者を行使しうる人びとの範囲をさらに拡大するべきだとい
う主張が展開されている。その一方で、シティズンシップの行使は国民共同体の成員に
限定されるべきだという声も高まりを見せており、ナショナリズムがシティズンシップ
拡大の障害にもなっている。ここでは、シティズンシップの範囲を民主主義的に拡大す
る過程でナショナリズムがいかにそれを妨げるのかを分析したうえで、その拡大を支援
するためにマスメディアが果たしうる役割について検討を行いたい。 
最後に、本論文の補論において、第 1 章で取り上げた CAD が置かれていた政治的文
脈に関する検討を行う。ここでの目的は、CADの研究者たちが途上国のナショナリズム
について批判的に論じていながらも、彼ら自身のナショナリズム観に米国の宣教師的な
ナショナリズムが反映されていたことを明らかにすることにある。つまり、ナショナリ
ズム批判がナショナリズムになるという先に論じた事態がここにも観察されうるのであ
る。ただし、本章での検討は大部分がマスコミュニケーション学説史に関わるものであ
り、全体の流れからはやや外れるものであるため、補論とすることにした。 
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